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                             2022年 2月 17日 

各  位 

 

 
「SDGs宣言」の策定を支援しました！ 

～四国イシダ株式会社～ 
 

当行（頭取 西川 義教）は、お客さまの SDGs への取組みを評価分析し、SDGs 経営を支援す

る「SDGs経営立ち上げ支援サービス」を取り扱っております。 

この度、本サービスを通じて、四国イシダ株式会社様（愛媛県松山市 代表取締役 宮田 明広様）

が SDGs宣言を策定されましたので、下記のとおりお知らせいたします。当行は「ふるさと」とともに

持続可能な取組みの輪を拡げ、地域課題の解決、持続可能な社会の実現を目指してまいります。 

 

記 

１. 会社概要 

会 社 名 四国イシダ株式会社 

所 在 地 愛媛県松山市束本１丁目２－３５ 

代 表 者 代表取締役 宮田 明広 

業 種 精密機械卸売業 

 

２. 重点項目 

 

 

 

 

 

 

 

※SDGs 宣言の詳細は別紙をご参照ください。 

 

３. ＳＤＧｓ経営 立ち上げ支援サービスについて 

SDGs の観点で、企業に期待される事項（非財務情報等）を整理した当行独自のチェックシートを用

いてお客さまの取組みを評価分析いたします。現状把握から、今後取り組むべき優先課題をお客さま

と探っていくとともに、診断結果に基づいた助言や、お客さま独自の「SDGs 宣言」策定支援を通じ、

SDGs経営をお手伝いいたします。 

以上 

 

愛媛銀行は持続可能な開発目標 

（SDGs）を支援しています。 



四国イシダ株式会社 SDGs宣言
『三方良し』 自分良し、相手良し、第三者良し

「四国イシダは、社員と会社が一体となって成長・発展し、お客様に満足をもたらし信頼され、

豊かな社会づくりに貢献する企業を目指します。」という企業理念のもと、

事業活動を通じて「持続可能な開発目標（SDGs）」の達成に貢献し、

地域課題の解決および、持続可能な社会の実現に努めてまいります。
2022年2月17日

四国イシダ株式会社

代表取締役 宮田 明広

重点項目（ターゲット2030）

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」とは

お客様・地域社会への貢献 「食のインフラ」を通じた環境配慮
イシダグループの一翼を担う企業として、「お役立ち

の精神」をもって、ソリューションの提供に努めます。

皆さまのお役に立ち、皆さまとともに成長し、地域社会

から必要とされる企業を目指します。

「食のインフラ」を提供する企業として、環境貢献型

製品の販売や環境に配慮した事業活動を通じて、

持続可能な社会の実現に努めます。これからも環境

貢献型製品の販売を促進してまいります。

【主な取り組み】
自動化・システム化をキーワードとしたソリューションの

提供、製品・関連システムのメンテナンス・サポート、

ステークホルダーとの対話、地域行事への参加

【主な取り組み】
環境貢献型製品の販売、省エネ・環境配慮製品の

販売、照明のLED化、社用車のハイブリッド化（100％）、

パーツアウトによるリサイクル、グリーン調達の実施

風通しの良い職場づくり ガバナンスの強化
すべての従業員が、お互いを認め合い、コミュニケー

ションのとれた風通しの良い職場を築きます。スキル

アップを通じて、高い専門性と豊かな人間性を磨き、

皆さまの期待にお応えできる人材を育成します。

コンプライアンスの徹底や企業の透明性・公正性の

確保に努め、更なるガバナンスの強化に取り組みます。

企業価値の向上に努め、皆さまから信頼される企業を

目指します。

【主な取り組み】
ハラスメント対策の徹底、多様な人材の採用・定着、

面談による従業員の意見・要望の把握、資格取得報

奨金制度、各種研修制度（社内・グループ・社外）、

通信教育補助制度

【主な取り組み】
イシダグループの理念の明文化・共有・発信、権限

規定の策定、事業継続計画（BCP）の策定、コンプライ

アンスの徹底、情報管理の徹底、公正な取引の遵守

• 貧困、気候変動、人種・性差別、働き方などのさまざまな問題が顕在化する中、
持続可能な社会をつくるために国連が定めた国際目標です。2030年までに解決
すべき優先課題として、17の目標と169のターゲットが示されています。

• 目標を達成するために、国連や政府だけでなく、企業やNPO、個人等が幅広く担
い手として活躍するよう期待されています。

• 企業がSDGsに取り組むことで、「気候変動をはじめ経営環境が変化していく中で
も持続可能な組織である」と示すことにつながります。


